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３．事業の実施状況 【医療分】 
 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に 

関する事業 

事業名 【No.１（医療分）】 

地域医療構想推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

100,465 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の期間 平成 28 年 10 月 1 日～平成 33 年 3 月 31 日  

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

患者の状態に応じた適切な医療を切れ目なく提供するため、急性期機

能や慢性期機能の見直しを図りながら、不足する回復期機能を着実に充

実・強化させていく必要がある。 

アウトカム指標：不足する回復期機能の病床整備 

928 床（H26）→ 2,566 床（H37）（1,638 床増）  

事業の内容

(当初計画) 
地域医療構想の実現に向けて医療機能の分化･連携を推進するため、急

性期機能から回復期機能への転換等を行う医療機関に対し、転換に伴う

施設整備費用等を助成する。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

回復期機能への転換に伴う施設整備  4 箇所 

アウトプット

指標（達成値） 

回復期機能への転換に伴う施設整備 

 H28：1 箇所、H29：5 箇所、H30：2 箇所 

事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

不足する回復期機能の病床整備 

 928 床（H26）→ 1,365 床（H30）（437 床増） 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、地域医療構想の実現に向けて、不足する回復期

機能の充実･強化や、地域医療連携体制を構築するための取組が推進され

ている。施設整備の目標数は達成したが、まだ残額があるため、引き続

き補助金活用の周知に努めていく。 

（２）事業の効率性 

各医療機関に対して定期的に意向調査を実施し、回復期リハ病棟や地

域包括ケア病棟の施設基準取得など一定の助成要件を付すことによっ

て、回復期への転換等を促し、効率的に事業を実施している。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に 

関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 

医療機能分化・連携推進人材育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

422 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
山梨県医師会 

事業の期間 平成 28 年 10 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日  

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化･連携の推進を図るためには、県民へのかかりつけ医制

度の意識づけや、病院とかかりつけ医の役割分担と円滑な連携によって、

身近な地域で適切な医療や介護のサービスを受けられる体制を構築する

ことが必要不可欠である。 

アウトカム指標： 

・ 地域医療構想上見直しが必要な県全域の慢性期機能の病床を平成 37

年度までに 568 床減少 

･ かかりつけ医を持つ割合 58.7%（H24）→ 65%（H29）    

事業の内容

(当初計画) 
身近な地域で医療を受ける体制の構築を図るため、病床の機能分化・

医療介護連携に必要な人材の育成研修や、県民向け普及啓発事業の実施

を支援することにより、病床の機能分化･連携の推進を図る。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

病床の機能分化・医療介護連携の推進に向けた人材育成数 年間 50 人 

 

アウトプット

指標（達成値） 

平成 28 年度には、かかりつけ医研修（全 10 講座中 4 講座）が実施

され、63 人の医師が受講した。 

平成 29 年度には、かかりつけ医研修（全 10 講座中 4 講座）が実施

され、75 人の医師が受講した。 

平成 30 年度には、かかりつけ医研修（全 10 講座中 4 講座）が実施

され、58 人の医師が受講した。 

事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・慢性期機能病床数 2,348 床（H26）→ 2,191 床（H30） 

・かかりつけ医を持つ割合 58.7%（H24）→ 58.9%（H29） 
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（１）事業の有効性 

  診療所医師を対象とする、かかりつけ医の育成に必要な研修会が開 

催され、慢性期病床数は減少しているものの、かかりつけ医を持つ割 

合は微増に留まり目標に達していない。引き続き医師会と連携し、か 

かりつけ医の周知に努めていく。 

（２）事業の効率性 

かかりつけ医機能に対する診療報酬である地域包括診療料の算定の

研修要件となっている研修を実施する山梨県医師会を支援することに

より、かかりつけ医の人材育成が効率的に推進された。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（医療分）】 

災害医療研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

860 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
山梨外傷研究会（事務局：山梨県立中央病院救命救急センター） 

事業の期間 平成 28 年 10 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

甚大な被害が想定される南海トラフ地震等に備え、有事の急激な医療

ニーズに対応できるよう、全ての病院において医療従事者の災害対応力

の向上を図る必要がある。 

アウトカム指標： 医療救護班登録病院数の増加 

 47 病院（H27 年度）→ 県内全 60 病院（H31 年度） 

事業の内容

(当初計画) 
早期に災害時医療救護体制の強化を図る必要があることから、災害時

等に対応できる一般医療従事者を計画的に養成するため、ＭＣＬＳ研修

（多数傷病者への対応標準化トレーニングコース）の実施に対して助成

する。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

・ＭＣＬＳ研修の実施回数･参加人数 

（H28 計 4 回 60 人、H29 計 6 回 90 人、H30 計 6 回 90 人） 

・研修受講者のうちに占める病院関係者の受講者割合の増 

 3 割（H27）→5 割（H30） 

アウトプット

指標（達成値） 

平成 28 年度 

・ＭＣＬＳ研修の実施回数･参加人数 2 回・ 

受講者全体の人数 66 人（うち病院関係者 19 人） 

・病院関係者の受講割合 28.8% 

平成 29 年度 

・ＭＣＬＳ研修の実施回数･参加人数 4 回 

         受講者全体の人数 138 人（うち病院関係者 34 人） 

・病院関係者の受講割合 24.6% 

平成 30 年度 

・ＭＣＬＳ研修の実施回数･参加人数 3 回 

         受講者全体の人数 102 人（うち病院関係者 33 人） 

・病院関係者の受講割合 32.4% 
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事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

 医療救護班登録病院数の増加 

  47 病院（H27 年度）→    53 病院（H30 年度） 

（１）事業の有効性 

  災害時等に対応できる医療従事者を計画的に養成することで、災害

時の医療需要と供給の均衡が図られる。本事業により災害時等に対応

できる医療従事者を養成することができ、医療救護班登録病院数が増

加するなど一定の効果は得られたが、目標には達しなかった。今後は、

県で毎年実施している災害医療従事者研修会などを通じ、引き続き、

医療救護班登録病院の確保に努めていく。 

（２）事業の効率性 

甚大な被害が想定される南海トラフ地震等に備え、早期の災害時医

療救護体制の充実が見込まれる。当該事業により病院関係者の受講が

増加し、県全体の災害対応能力の底上げが図られた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.31（医療分）】 

医学生等体験研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

356 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
山梨大学 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

本県では４つの二次医療圏のうち１つの医療圏に医師が偏在している状況に

あり、また在宅医療提供体制が不十分な状況にあるため、将来の地域医療従事

者・在宅医療従事者を確保するために、学生のうちから意識付けを図ることが

必要である。 

アウトカム指標： 地域偏在の解消 

[医療圏別人口 10 万人あたり医療施設従事医師数の比較] 

・中北区域／峡東区域 1.5 倍（H28）→ 1.4 倍（H34） 
・中北区域／峡南区域 2.5 倍（H28）→ 2.4 倍（H34） 
・中北区域／富士･東部区域 2.0 倍（H28）→ 1.9 倍（H34） 

在宅看取りを実施している病院、診療所数の合計 

        50 施設(H27) → 56 施設以上(H30) 

事業の内容

(当初計画) 
・医師の地域偏在の解消に向け、医学生の地域医療への意識付けを図るため、

山梨大学地域枠医学生等を対象に、地域の医療機関を活用した継続的な体験

実習の実施を支援する。 

・在宅医療に取り組む医療従事者の確保に向け、在宅医療への意識付 

けを図るため山梨大学・県立大学の医学生・看護学生を対象に、在 

宅医療機関での体験実習の実施を支援する。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

地域枠医学生等の地域医療機関での体験実習   15 人 

医学生・看護学生の在宅医療体験研修     30 人 

アウトプット

指標（達成値） 

地域枠医学生等の地域医療機関での体験実習     0 人 

（※大学のカリキュラムに必修化されたため） 

医学生・看護学生の在宅医療体験研修      12 人 

事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

[医療圏別人口 10 万人あたり医療施設従事医師数の比較] 
・中北区域／峡東区域 1.527 倍（H28）→ 1.513 倍（H30） 
・中北区域／峡南区域 2.550 倍（H28）→ 2.546 倍（H30） 
・中北区域／富士･東部区域 2.031 倍（H28）→ 1.973 倍（H30） 

在宅看取りを実施している病院、診療所数の合計 

        50 施設(H27) → 57 施設以上(H30) 
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（１）事業の有効性 

在宅医療体験実習は、医学生等への在宅医療への意識付けを図り医師の地域

偏在の解消を図った。偏在指標は平成 30 年度の数値は若干減少傾向にある。今

後、学生への周知等大学とも連携を深め、一層の地域医療及び在宅医療への意

識付けを進め、目標達成を図っていく。 

（２）事業の効率性 

医学生の体験実習に関するノウハウを持っている山梨大学医学部に対し助成

することにより、効率的な事業の実施が図られた。 

 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.32（医療分）】 

NICU 入室児担当手当支給事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

690 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
新生児担当手当を支給する医療機関 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

県内の NICU は 30 床であり、新生児医療担当医師数は 36 人と充足し

ているとはいえず、現状の医師数を最低限維持するためにも、新生児医

療担当医への支援が必要となる。 

アウトカム指標：新生児医療担当医師数の維持･確保 

現状 36 人（H29）→ 36 人を維持（H30） 

事業の内容

(当初計画) 
新生児医療担当医師に対し手当を支給する医療機関を支援する。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

新生児医療担当医 7 人への手当支給 

アウトプット

指標（達成値） 

新生児医療担当医 9 人への手当支給 

事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

 新生児医療担当医師数の維持･確保 36 人（H29）→35 人（H30） 

（１）事業の有効性 

本事業は目標の到達には至らなかったが、手当支給者数は増加してお

り、一定程度の効果が得られた。令和元年度以降も本事業を継続してい

くことにより、医師の確保を図る。 

（２）事業の効率性 

 勤務環境が過酷とされる医師の確保及び勤務継続のため、当該医師に

対する助成制度として効率性の高い（無駄のない）事業と考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.33（医療分）】 

小児救急医療体制確保事業 

（小児救急電話相談事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,072 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（甲府市医師会委託） 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

県内の小児救急医数は充足しているとはいえないため、地域における

小児救急医療体制の補強と医療機関の機能分化を推進するとともに、小

児救急医の負担軽減を図るため、休日・夜間等における不要・不急の受

診を抑制する必要がある。 

アウトカム指標： 

電話相談のうち、翌日以降の受診又は受診不要と回答した割合 

27.0%(H28)→27.0%を維持(H30) 

事業の内容

(当初計画) 
休日・夜間等に小児患者の保護者等向けの専門の看護師による電話相

談体制を整備する。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

継続的な小児救急電話相談の実施日数・相談件数 
年間 365 日(H28) → 目標 年間 365 日（H30） 

年間 13,031 件(H28)→目標 年間 13,031 件以上（H30） 

アウトプット

指標（達成値） 

継続的な小児救急電話相談の実施日数・相談件数 
年間 365 日(H28) →  年間 365 日（H30） 

年間 13,031 件(H28)→ 年間 13,631 件（H30） 

事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

 電話相談のうち、翌日以降の受診又は受診不要と回答した割合 

27.0%(H28)→25.9%(H30) 

（１）事業の有効性 
年間の電話相談件数は増加している。翌日以降の受診又は受診不要と

回答した割合が減っているが、適切な電話相談を行った結果であり、引
き続き事業を継続し、医師の負担軽減を図っていく。 
（２）事業の効率性 

 小児初期救急医療センター事業を実施する甲府市医師会に委託するこ

とにより、効率的に事業を実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.34（医療分）】 

救急搬送受入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
最終受入医療機関 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

本県では救急専門医の人数が少ないため、救急搬送において搬送先の

医療機関を速やかに決定するなど円滑な受入体制を構築することによ

り、救急専門医の負担を軽減し人材を確保する必要がある。 

アウトカム指標：救急専門医 23 名（H29） → 23 名を維持（H30） 

事業の内容

(当初計画) 
患者の疾病別の搬送のルール化や最終受入医療機関の継続的な確保な

ど救急患者の受入体制を整備することにより、受入医療機関の医師のス

キルアップを図るとともに、救急専門医の負担を軽減し人材の確保を行

う。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

救急搬送受入困難事例の対象となる救急搬送１件あたりの平均受入要請 

回数 1.4 回（H28）→ 1.4 回以下（H30） 

アウトプット

指標（達成値） 

救急搬送受入困難事例の対象となる救急搬送１件あたりの平均受入要請 

回数 1.4 回（H28）→  1.4 回（H30） 

事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

 救急専門医 23 名（H29） →  20 名（H30） 

（１）事業の有効性 

年々救急患者の搬送数が増加している中、救急患者の搬送先医療機関

が速やかに決定しない場合において、最終受入医療機関の継続的な確保

により、救急専門医の負担軽減は確実に図られている。救急専門医につ

いては減員となったが、今後確保に努めていく。 

（２）事業の効率性 

 患者の状況等に応じた搬送医療機関への搬送をルール化し、それに従

い救急搬送を実施したことにより、効率的に事業を実施することができ

た。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.35（医療分）】 

  看護職員確保対策事業（看護の心の健康相談事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

594 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（山梨県看護協会委託） 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

県内病院の看護職員の離職率は 7.9％（H28）であり、依然として高い

現状である。このため、看護職員離職予防・定着促進に向けて、専門職

による相談が受けられる体制づくりが必要である。 

アウトカム指標：病院看護職員離職率 

          7.9％（H28）→ 7.9％を維持 (H30) 

事業の内容

(当初計画) 
心の健康相談を希望する県内の看護職員を対象に、仕事に関する悩み

や不安を気軽に相談できるよう臨床心理士による相談窓口を設置し、心

の悩みを解消し、離職防止に繋げる。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

就業継続のために実施した看護職の心の健康相談の実施回数 

月 1 回（毎月実施） 

アウトプット

指標（達成値） 

就業継続のために実施した看護職の心の健康相談の実施回数 

月 1 回（毎月実施） 

事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

 病院看護職員離職率 7.9％（H28）→ 9.4％ (H30) 

（１）事業の有効性 

病院看護職員離職率は増加しているが、離職理由としては自己実現が

最も高く、自らのステップアップのために転職する看護師が一定数いる

ことが考えられる。今後は、勤務環境改善事業なども通じて離職率の低

下を目指していく。 

（２）事業の効率性 

 相談場所をナースセンターの相談室の他、地域の会場において実施す

るなど、相談者の利便性に配慮し、きめ細やかで効率的な事業を実施し

ている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.36（医療分）】 

看護職員確保対策事業（ナースバンク事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,038 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（山梨県看護協会委託） 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

医療機関において、看護職員が不足している中、県内病院の看護職員

の離職率は 7.9％（H28）であり、依然として高い状況である。このため、

潜在看護職員の把握と再就業促進に係る取り組みの強化が必要である。 

アウトカム指標：就業看護職員数（常勤換算後） 

        9,830.9 人（H28 年） → 10,742.5 人（H35 年） 

事業の内容

(当初計画) 
ナースセンターのナースバンク事業において、離職者等を含めた未就

業者に対する就業支援を強化する。（ナースバンク事業における第 5 次

NCCS 更新･運用等に要する経費） 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

ナースセンターの就業相談における就業者数 

           430 人（H28）→ 430 人以上（H30） 

アウトプット

指標（達成値） 

ナースセンターの就業相談における就業者数 

           430 人（H28）→320 人（H30） 

事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

 就業看護職員数（常勤換算後） 

   9,830.9 人（H28 年）→ 10,129.9（H30 年） 

（１）事業の有効性 

ナースセンターの就業相談の利用者は減少したものの、就業看護職員

数は増加している。引き続き再就業支援等を通じ、看護職員の確保を図

っていく。 

（２）事業の効率性 

 コンピューターシステムの導入により、求人求職情報の検索や更新が

容易となり、より現状に沿った内容でのマッチング支援が行えている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.37（医療分）】 

看護職員確保対策事業（ナースセンター・ハローワー

ク連携相談支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

994 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
山梨県（山梨県看護協会委託） 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

医療機関において看護職員が不足している中、県内病院の看護職員の

離職率は 7.9％（H28）であり、依然として高い状況である。このため、

潜在看護職員の把握と再就業促進に係る取り組みの強化が必要である。 

アウトカム指標：就業看護職員数（常勤換算後） 

        9,830.9 人（H28 年） → 10,742.5 人（H35 年） 

事業の内容

(当初計画) 
・地域の実情に応じた看護職員の離職防止対策を始めとした総合的な看

護職員確保対策を支援する。 

・潜在看護職員の再就業を効果的に進めるため、ナースセンターと公 

共職業安定所（ハローワーク）が連携し、情報共有を行うとともに、 

ハローワークを巡回し就業相談を実施する。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

ハローワークにて実施する就業相談の実施回数 

県内 7 箇所 月 1 回・相談件数 80 件/年 

アウトプット

指標（達成値） 

ハローワークにて実施する就業相談の実施回数 

県内 7 箇所 月 1 回・相談件数 107 件/年 

事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

 就業看護職員数（常勤換算後） 

        9,830.9 人（H28 年）→ 10,129.9（H30 年） 

（１）事業の有効性 

未就業者への再就業支援をすることにより、看護職員の確保が図られ

ている。 

（２）事業の効率性 

 訪問日を「木曜日」と決め、定期的に巡回することにより、相談者に

相談日の周知を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.38（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,883 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
民間立看護師養成所（3 施設） 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

看護職員は依然として不足しており、看護ニーズを満たしていない。

県内医療機関に看護職員を安定的に供給するために、看護師等養成所の

運営を支援する必要がある。 

アウトカム指標：養成所卒業生県内就業率 

       78.4％（H29.3 月）→ 78.4％を維持 (H31.3 月) 

事業の内容

(当初計画) 
看護学生の看護実践能力の向上を図るため、看護師等養成所における

専任教員の配置や実習経費など養成所の運営を支援する。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

当該補助により看護師等養成を行った施設数（3 施設） 

アウトプット

指標（達成値） 

当該補助により看護師等養成を行った施設数（3 施設） 

事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

 養成所卒業生県内就業率 

       78.4％（H29.3 月）→76.3％(H31.3 月) 

（１）事業の有効性 

看護師等養成所の運営を支援することにより、看護職員の確保や資質

の向上が図られ、目標値には達しなかったものの、県内就業率は高水準

で推移している。 

（２）事業の効率性 

 養成所運営費の支援を行うことによって、養成所の抱えている問題や

要望なども把握することが出来た。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.39（医療分）】 

看護職員就労環境改善事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

59 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
山梨県 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

県内病院の看護職員の離職率は 7.9％（H28）であり、依然として高い

状況である。このため、離職防止の取り組みとして、多職種連携や多様

な働き方等による勤務環境改善や医療提供体制等最新の動向を学ぶ機会

を設け、各医療機関での対策が重要であるという認識を高める必要があ

る。 

アウトカム指標：病院看護職員離職率 

           7.9％（H28）→ 7.9％を維持 (H30) 

事業の内容

(当初計画) 
看護管理者的業務に従事している者を対象に、短時間正規雇用など多様

な勤務形態等の導入や職場環境改善等に関する研修を行うとともに、最

新の取組事例などの情報を提供する。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

多様な勤務形態等の導入や看護業務の効率化・職場風土改善に関する 

研修会の実施回数（1 回・180 人） 

アウトプット

指標（達成値） 

多様な勤務形態等の導入や看護業務の効率化・職場風土改善に関する 

研修会の実施回数（1 回・192 人） 

事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

病院看護職員離職率 7.9％（H28）→ 9.4％ (H30) 

（１）事業の有効性 

病院看護職員離職率は増加しているが、離職理由としては自己実現が

最も高く、自らのステップアップのために転職する看護師が一定数いる

ことが考えられる。今後は、勤務環境改善事業なども通じて離職率の低

下を目指していく。 

（２）事業の効率性 

 各病院・診療所の管理者等が参加する医療安全の研修会と合同で開催

し、医療事故防止と併せ看護師等が健康で安心して働くことができる環

境の整備について、医療機関全体で取り組むことができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.40（医療分）】 

歯科衛生士確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,717 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
山梨県歯科医師会 

事業の期間 平成 30 年 10 月 1 日～平成 33 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進展に伴い高齢者に対する口腔ケアの必要性が増大してお

り、歯科医師と共に訪問歯科診療を実施し、歯科医師の指示の下に訪問

歯科衛生管理指導を行う歯科衛生士の確保と資質向上を図る必要があ

る。 

アウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所の数 

               45 施設(H28)  → 51 施設以上(H33) 

事業の内容

(当初計画) 
歯科衛生専門学校の施設整備を行うとともに、新人歯科衛生士を対象

とする集合研修の実施を支援し、OJTにおける臨床技術獲得を補完する。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

・歯科衛生専門学校の施設整備 1 箇所 

・新人歯科衛生士を対象とした集合研修（2 日）の開催 

75 名×2 回×3 年 

アウトプット

指標（達成値） 

・歯科衛生専門学校の施設整備 1 箇所 

・新人歯科衛生士を対象とした集合研修（2 日）の開催 

75 名×2 回×3 年 

事業の有効

性･効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 
在宅療養支援歯科診療所の数 

               45 施設(H28)  → 55 施設(H30) 

（１）事業の有効性 

 歯科衛生専門学校の施設整備並びに新人歯科衛生士に対する研修実施 

により、訪問歯科衛生管理指導等を行う歯科衛生士の確保と資質向上が 

図られ、在宅療養支援歯科診療所も増加した。 

（２）事業の効率性 

歯科衛生専門学校を運営し、歯科衛生士の育成に豊富な知識・経験を

有する山梨県歯科医師会に助成することにより、効率的に事業が執行さ

れた。 

その他  
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３．事業の実施状況 【介護分】 
 
 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 
山梨県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,172,411 千円 

事業の対象と

なる区域 

県全域（中北区域、峡東区域、峡南区域、富士･東部区域） 

事業の実施主

体 

社会福祉法人等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３３年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

高齢者が住み慣れた地域において、安心して生活を継続できる体制の

構築を図る。 

アウトカム指標：65 歳以上人口 10 万人あたり地域密着型サービス施

設等の定員総数 950 人 

事業の内容（当

初計画） 
①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

地域密着型特別養護老人ホーム：194 床（7 カ所） 

認知症高齢者グループホーム：72 床（4 カ所） 

看護小規模多機能型居宅介護事業所：29 人／月分（1 カ所） 

定期巡回･随時対応型訪問介護看護：2 カ所 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支 

援を行う。 

アウトプット

指標（当初の目

標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等

を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を

促進する。 

○地域密着型特別養護老人ホーム：1,197 床（43 カ所） → 1,391 床（50

カ所） 

○認知症高齢者グループホーム：966 床（68 カ所） → 1,038 床（72 カ所） 

○看護小規模多機能型居宅介護事業所：79 人/月分（3 カ所）→ 108 人/月

分（4 カ所） 

○定期巡回･随時対応型訪問介護看護 6 カ所→8 カ所 

アウトプット

指標（達成値） 

○地域密着型特別養護老人ホーム：203 床（7カ所） 

○認知症高齢者グループホーム：54 床（3カ所） 

※開設準備への助成は 4 カ所 

○定期巡回･随時対応型訪問介護看護:1 カ所 

※開設準備への助成は 2 カ所 
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○小規模多機能型居宅介護事業所：１カ所 

○特別養護老人ホームの合築・併設支援：2カ所 

事業の有効

性・効率性 

地域密着型サービス施設等の整備等を支援することにより、高齢者が住み慣

れた地域において、安心して生活を継続できる体制の構築が進んでいる。 

（１）事業の有効性 

 地域密着型特別養護老人ホーム（ 203 床（7 カ所））、認知症高齢者グルー

プホーム（72 床（3カ所））、定期巡回･随時対応型訪問介護看護（１カ所）、

小規模多機能型居宅介護事業所（１カ所）の施設の整備を行い、地域密着型

サービスの提供体制を推進した。また、特別養護老人ホームの合築・併設（2

カ所）の支援を行った。 

（２）事業の効率性 

 県公共事業に準じた手続きにより適正に施設整備が行われた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.3（介護分）】 
福祉・介護の仕事の魅力発信事業（介護の魅力 

～「深さ」と「楽しさ」～の発信） 

【総事業費】 

12,554 千円 

事業の対象とな

る区域 

山梨県全域 

事業の実施主体 山梨県（委託先：山梨県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 33 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

団塊の世代が後期高齢者となり介護サービス需要が増大する平成 37

年を見据えつつ、必要な介護従事者の確保・定着を図る。 

アウトカム指標：平成 30 年度までに 327 人の介護従事者の供給改善

を図る。  

事業の内容（当

初計画） 

福祉・介護の仕事の魅力を広く発信し、福祉・介護の仕事に関する

イメージアップと理解の促進を図るため、福祉・介護の仕事への理

解を深めてもらう講演会や、先進的な事業を展開している介護事業

所や NPO などで働く職員による介護体験などをテーマとしたシン

ポジウム、介護体験、福祉・介護に関する展示・相談ブースの設置

等のイベントを開催する。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

・イベントの開催 各年度 1 回、参加目標者数 各年度 150 名 

アウトプット指

標（達成値） 

・イベントの開催 

平成 28 年度 開催回数 1 回、参加者数 180 名 

平成 29 年度 開催回数 1 回、参加者数 222 名 

平成 30 年度 開催回数 1 回、参加者数 212 名 

事業の有効性・

効率性 

（１）事業の有効性 

広く県民に対し、福祉・介護の仕事の魅力について、幅広く情報

発信することにより、福祉・介護への理解を深め、将来に亘る福祉・

介護人材の雇用の継続、確保が期待される。 

（２）事業の効率性 

イベントの周知を広く一般県民に行うと同時に、養成学校や介護

事業所など関係機関にも行うことで、多くの興味ある県民に対し効

率的に事業周知ができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4（介護分）】 
福祉・介護人材確保対策情報発信事業 

【総事業費】 

2,485 千円 

事業の対象とな

る区域 

山梨県全域 

事業の実施主体 山梨県（委託先：山梨県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～令和 3 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

団塊の世代が後期高齢者となり介護サービス需要が増大する平成 37

年を見据えつつ、必要な介護従事者の確保・定着を図る。 

アウトカム指標：平成 30 年度までに 327 人の介護従事者の供給改善

を図る。  

事業の内容（当

初計画） 

中学生・高校生をはじめとする一般県民を対象に、福祉・介護の仕

事の魅力を発信するため、各種広報媒体を利用した一体的な広報を

展開する。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

・テレビ CM の放送 15 秒 CM×１回 

・新聞広告 １回 

アウトプット指

標（達成値） 

平成 28 年度 新聞広告 7 回、新聞折込チラシ 3 回、フリーペーパー

掲載 他 

平成 29 年度 新聞広告 7 回、新聞折込チラシ 4 回、フリーペーパー

掲載 他 

平成 30 年度 新聞広告７回、フリーペーパー掲載 他 

事業の有効性・

効率性 

（１）事業の有効性 

福祉・介護に興味のある方に対し、新聞広告や新聞折込により広

く一般県民向けの内容で周知することで、福祉・介護人材の認知度

向上に繋がった。 

 

（２）事業の効率性 

新聞折込チラシを事業ごとに配布地域を変えるなど、委託先にお

いて、効率的な事業執行に努めている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.6（介護分）】 
求人・求職のマッチング機能強化事業 

【総事業費】 

41,371 千円 

事業の対象とな

る区域 

山梨県全域 

事業の実施主体 山梨県（委託先：山梨県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 33 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

団塊の世代が後期高齢者となり介護サービス需要が増大する平成 37

年を見据えつつ、必要な介護従事者の確保・定着を図る。 

アウトカム指標：平成 30 年度までに 327 人の介護従事者の供給改善

を図る。  

事業の内容（当

初計画） 

福祉・介護職の入職への人材確保を図るとともに、求職者の多様な

ニーズに伴う就労条件を把握し、きめ細かなマッチングを行い、人

材定着を支援する。 

・キャリア支援専門員の配置   2 名配置 

・求職者支援活動（ハローワーク訪問活動） 

・求人・求職開拓活動 

アウトプット指 

標（当初の目標

値） 

・マッチングによる雇用創出目標数 各年度 33 名 

アウトプット指

標（達成値） 

・マッチングによる雇用創出数 平成 28 年度 6 名、平成 29 年度 

2 名、平成 30 年度 2 名 

 

事業の有効性・

効率性 

（１）事業の有効性 

ハローワーク内における就職セミナーの開催や、地域のニーズを

反映した地域別就職相談会の実施、また民間企業が実施する就職フ

ェアへのブースの出展など、きめ細やかな支援を行うことにより、

福祉・介護人材の確保が期待される。 

 

（２）事業の効率性 

ハローワークと共催で就職セミナーや社会福祉施設見学会を実施

するなど、効率的な事業執行に努めている。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.8（介護分）】 
介護職員等医療的ケア研修事業 

【総事業費】 

5,639 千円 

事業の対象とな

る区域 

山梨県全域 

事業の実施主体 山梨県（委託先：委託研修機関） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

介護保険施設等において、医療的ケアのニーズが高まっており、対

応可能な人材を育成する必要がある。 

アウトカム指標：山梨県内で必要とされる医療的ケアに対応可能な

人材の確保 

事業の内容（当初

計画） 

特別養護老人ホームや介護老人保健施設等の介護職員等に、たんの

吸引・経管栄養等医行為について、国が定める一定の研修（第一号・

第二号研修）を実施し、医療的ケアのニーズに対応可能な人材の確

保とサービスの質の向上を図り、介護基盤を強化する。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

・指導者養成講習 80 名×1 回 講義・演習 1.5 日（H30 終了） 

・基本研修 45 名×1 コース 講義 50 時間 筆記試験・演習 2 日間

及び評価（H28 終了） 

・実地研修 45 名×1 コース 事業所内での実習（H28 終了） 

・医療的ケア検討委員会 2 回、研修部会 1 回 （H29 終了） 

アウトプット指

標（達成値） 

・指導者養成講習 （H28：62 名、H29：47 名、H30：46 名） 

・基本研修 （H28：45 名）  

・実地研修 （H28：42 名） 

・医療的ケア検討委員会（H28：2 回、H29：1 回） 

研修部会（H28：1 回、H29：1 回） 

事業の有効性・効

率性 

これまでの基本研修、実地研修により医療的ケア実施可能な介護職

員の養成を一定数確保できた。 

 

（１）事業の有効性 

高齢者や障害者に対して適切にたんの吸引等を行うことがで

きる介護職員等を養成することにより、痰の吸引や経管栄養を安

全に実施する体制整備が図られた。 

また、医療的ケア検討委員会により、研修水準の向上や職場内

における安全管理体制の確保等、安全・安心な医療的ケアの実施

体制の基盤整備が図られた。 
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（２）事業の効率性 

  研修受講要件を設ける等、修得した技術をすぐに現場で有効に

実践できる介護職員等を養成できるよう、委託先において効率的に

研修が実施された。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（介護分）】 
認知症地域医療支援事業 

【総事業費】 

7,536 千円 

事業の対象とな

る区域 

山梨県全域 

事業の実施主体 山梨県（（1）は国立研究開発法人国立長寿医療研究センターに委託、

（2）・（3）は山梨県医師会に委託 (5)は山梨県歯科医師会に委託） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 33 年 3 月 31 日 

レ継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを継続できるよう地域

包括ケアシステムの構築を進める必要がある。 

アウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築の推進 

事業の内容（当

初計画） 

地域における認知症医療支援体制の充実を図るため、次の事業を行

う。 

（1）認知症サポート医の養成 

（2）認知症サポート医フォローアップ研修 

（3）かかりつけ医認知症対応力向上研修 

（4）病院勤務における医療従事者向け認知症対応力向上研修 

（5）歯科医師認知症対応力向上研修 

（6）薬剤師認知症対応力向上研修 

（7）看護職員認知症対応力向上研修 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

（1）年間養成数 10 名（H30 3 名） 
（2）年間受講者数 36 名 
（3）年間受講者数 140 名 
（4）年間実施数 3 病院（各 50 名） 
（5）年間受講者数 80 名 

（6）年間受講者数 80 名 

（7）年間受講者数 50 名（H29～） 

アウトプット指

標（達成値） 

（1）H30 養成数    5 名 
（2）H30 受講者数  30 名 
（3）H30 受講者数 102 名 
（4）H30 実施数   3 病院（228 名） 
（5）H30 受講者数 108 名 

（6）H30 受講者数 76 名 

未実施 

事業の有効性・

効率性 

 

サポート医の養成により、県内全市町村の初期集中支援チームの専

門医の確保ができた。 

 

 

（１）事業の有効性 

医療関係者の研修を開催することにより、認知症の理解が進み、関
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係者とのネットワークが充実し、支援体制の構築が進んでいる。 

 

（２）事業の効率性 

委託先等において、効率的な事業の執行に努めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（介護分）】 
市民後見人養成研修推進事業 

【総事業費】 

13,780 千円 

事業の対象となる区域 山梨県全域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 33 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを継続できるよう地域

包括ケアシステムの構築を進める必要がある。 

アウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築の推進 

事業の内容（当初計画） 市町村が実施する市民後見人養成研修及び市民後見人の支援体制

構築に向けた取り組みに対し助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

平成３０年度は次の６市で市民後見人養成や支援体制構築に向

けた取り組みが行われ、令和元年度も継続して実施される見込み。 

甲府市：市民後見人養成の実践研修・フォローアップ研修 
山梨市：市民後見人養成フォローアップ研修、支援体制構築に

係る運営協議会 

大月市：市民後見人養成フォローアップ研修 
南アルプス市：市民後見人養成フォローアップ研修、支援体制

構築に係る運営委員会 

笛吹市：市民後見人養成実務研修・フォローアップ研修等 
中央市：市民後見人養成フォローアップ研修 

アウトプット指標（達成

値） 

６市において、研修会、フォローアップ研修等が次のとおり行

われた。 

甲府市：実践研修 計２８時間、フォローアップ研修 計７時

間 

山梨市：検討委員会 計８回開催 

大月市：研修（講座） 計３回 

南アルプス市：フォローアップ研修 計５回、運営委員会 計

３回開催 

笛吹市：実務研修 計１５回、フォローアップ研修 計２回 

市民後見人候補者とのマッチング等 

中央市：フォローアップ研修 計６回 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

 後見人の人材確保や本人に寄り添ったきめ細かな支援の必要性

からこの事業の有効性が認められる。実施した６市においては、

市民後見人を中心とした権利擁護人材の確保、育成につながった。 

（２）事業の効率性 

 補助先（６市）において、効率的な事業の執行に努めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（介護分）】 
労働環境・処遇改善、人材育成力強化事業 

【総事業費】 

991 千円 

事業の対象とな

る区域 

山梨県全域 

事業の実施主体 山梨県（委託先：山梨県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 33 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

団塊の世代が後期高齢者となり介護サービス需要が増大する平成

37 年を見据えつつ、必要な介護従事者の確保・定着を図る。 

アウトカム指標：平成 30 年度までに 327 人の介護従事者の供給改

善を図る。  

事業の内容（当初

計画） 

労働環境・処遇改善、人材育成力の強化の観点から、新人介護職員

に対するエルダー・メンター制度等の導入を支援するための研修を

実施する。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

職員定着化に向けた支援体制の構築と具体的な技法の習得・体得

を目的とする。 

・研修受講者数 各年度 30 人 

アウトプット指

標（達成値） 

 

・研修受講者数 平成 28 年度 21 名、平成 29 年度 29 名、平成 30

年度 18 名 

 

事業の有効性・効

率性 

（１）事業の有効性 

施設長や管理者を含む経営層を対象に、エルダー制度・メンター

制度導入支援研修を実施することで、福祉・介護人材の定着促進が

期待される。 

 

（２）事業の効率性 

キャリアパス支援事業のマネジメント研修と一緒に周知するこ

とで、効率的に受講者を募集することができた。 

 

その他  

 

 

 


